
【短期入所・介護予防短期入所（ユニット型）】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

適 不適 1 2

【医師】

　１名以上配置していますか。

【生活相談員】

　１人以上は常勤ですか。 □ □ □ □

　生活相談員の資格を有するものを配置していますか。

　　（資格要件⇒社会福祉士、精神保健福祉士、介護福祉士、社会福祉主事
      任用資格を有する者、介護支援専門員）

【介護職員又は看護職員】

　介護職員及び看護職員のそれぞれのうち1人は、常勤の者となっています
か。

□ □ □ □

【栄養士】

　１名以上配置していますか。

【機能訓練指導員】

　１名以上配置していますか。

【調理員その他の従業員】

　事業所の実情に応じた適当数を置いていますか。

□ □

□

□

□

□ □ □ □

□ □

□

□ □ □ □

□

第121条
（第129条）

点検項目

□

□

自己点検シート（短期入所・介護予防短期入所（ユニット型））【記入日：令和　　年　　月　　日・記入者氏名：　　　　　　　　・連絡先：℡　　　　　　　　】

点検した結果を記載してください。

常勤換算方法で、利用者の数が１００又はその端数を増すごとに１人以上と
なっていますか。

「不適」の場合の事由
（別紙可）

（予防基準
第152条）

□

□

□

□

□ □

確認事項 根拠条文
自主点検結果

□

１．従業員の員
数

【介】【予】

□

堺市使用欄

Ⅱ　人員基準

利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居宅における生活と利用中
の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が
相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することによ
り、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって利用者の生活機能の維持又
は向上を目指すものとなっていますか。

【予】

Ⅰ　基本方針

□
１．基本方針

【介】

□□

利用者一人一人の意思及び人格を尊重し、利用前の居宅における生活と利用中
の生活が連続したものとなるよう配慮しながら、各ユニットにおいて利用者が
相互に社会的関係を築き、自律的な日常生活を営むことを支援することによ
り、利用者の心身の機能の維持並びに利用者家族の身体的及び精神的負担の軽
減を図るものとなっていますか。

基準第140条の3

□

□

□

□

□

　介護職員又は看護職員（看護師若しくは准看護師）の合計数は、常勤換算方
法で、利用者の数が３又はその端数を増すごとに１人以上となっていますか。

□

事業所名

（注）別紙（様式１－３）「従業者の勤務の体制及び勤務実績一覧表」及び別紙（３－２）「勤務体制及び利用者状況表」を作成のうえ
　　添付してください。
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適 不適 1 2

管理者は常勤専従職員を配置していますか。 □ □ □ □

→　下記の事項について記載してください。

・兼務の有無　（　有　・　無　）

・当該事業所内で他職種と兼務している場合はその職種名

　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・同一敷地等の他事業所と兼務している場合は全ての事業所名

職種名

　　事業所名 ：（　　　　　　　　　）　事業所名 ：（             ）

　　ｻｰﾋﾞｽ種別：（　　　　　　　　　）　ｻｰﾋﾞｽ種別：（             ）

　　職種名   ：（　　　　　　 　　 ）　職 種 名 ：（             ）

２．設備及び備
品等
【介】【予】

（建物）

【建物】
建物（利用者の日常生活のために使用しない附属の建物は除く。）は、建築基
準法第2条に規定する耐火建築物になっていますか。
※但し、利用者の日常生活に充てられる場所を２階以上の階及び地階のいずれ
にも設けていない場所にあっては、準耐火建築物とすることができる。

□

（設備）

【設備】
次に掲げる設備を設けるとともに、指定短期入所生活介護（指定介護予防短期
入所生活介護）を提供するために必要なその他の設備及び備品等を備えていま
すか。
・ユニット　　（　居室、　共同生活室、　洗面設備、　便所　）
・浴室　　　　　・医務室　　　　・調理室　　　・洗濯室又は洗濯場
・汚物処理室　　　　　・介護材料室

※但し、他の社会福祉施設等の設備を利用することにより、当該社会福祉施設
及び当該ユニット型指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）
事業所の効率的運営が可能であり、当該社会福祉施設等の利用者及び当該ユ
ニット型指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）事業所の利
用者へのサービス提供に支障がない場合は、居室、便所、洗面所、静養室、介
護職員室及び看護職員室を除き、これらの設備を設けないことができる。

第140条の4
（第153条）

□

第140条の5：
第123条準用
（第154条：
第131条準用）

□ □

□

□ □

□

□
第140条の4
（第153条）

□ □

□

２．管理者
【介】【予】

点検項目 確認事項

１．利用定員等
【介】【予】

利用定員を20人以上とし、ユニット型指定短期入所生活介護（ユニット型指定
介護予防短期入所生活介護）事業の専用の居室を設けていますか。
※利用定員とは、当該事業所において、同時にユニット型指定短期入所生活介
護（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護）の提供を受けることができる
利用者の数の上限をいう。

管理者が他の職種等を兼務している場合、兼務形態は適切ですか。(管理業務
に支障はないですか。)

Ⅲ　設備基準

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

堺市使用欄

□

根拠条文

□ □

第122条
（第130条） □

2/23ﾍﾟｰｼﾞ



適 不適 1 2

（洗面設備）
居室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けていますか。
要介護者（要支援者）が使用するのに適したものとなっていますか。

第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（便所）
居室ごと又は共同生活室ごとに適当数設けていますか。
要介護者（要支援者）が使用するのに適したものとなっていますか。

第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（浴室） 要介護者（要支援者）が入浴するのに適したものとなっていますか。
第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

構造設備の基準

（廊下幅）

廊下の幅は１．８ｍ以上となっていますか。但し中廊下の幅は２．７ｍ以上と
なっていますか。なお、廊下の一部の幅を拡張することにより利用者、従業者
等の円滑な往来に支障が生じないと認められる場合は、１．５ｍ以上（中廊下
にあっては１．８ｍ以上）として差し支えない。

※「中廊下」とは、廊下の両側に居室、静養室等利用者の日常生活に直接使用
する設備のある廊下をいう。

第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（常夜灯） 廊下、共同生活室、便所その他必要な場所に常夜灯を設けていますか。
第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（階段） 階段の傾斜を緩やかにしていますか。
第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（消火設備等）

消火設備その他非常災害に際して必要な設備を設けていますか。

※消火設備その他の非常災害に際して必要な設備とは、消防法その他の法令等
に規定された設備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならな
いものであること。

第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（傾斜路等）

ユニット又は浴室が２階以上にある場合は、１以上の傾斜路を設けています
か。

※但し、エレベーターを設けているときはこの限りでない。

第140条の4
（第153条）

□ □ □ □

（共同生活室）

・共同生活室はいずれかのユニットに属し，当該ユニットの利用者が
 交流し，共同で日常生活を営むためにふさわしい形状となっていますか。
・共同生活室の面積は，共同生活室が属するユニットの利用定員に
 ２平方メートルを乗じた面積を有していますか。
・要介護者（要支援者）が食事をしたり、談話等を楽しんだりするのに
 適した備品や、簡易な流しや調理のための設備を有していますか。

第140条の4
（第153条）

□

□

□ □

第140条の4
（第153条）

□

堺市使用欄

□

点検項目 確認事項 根拠条文
「不適」の場合の事由

（別紙可）

自主点検結果

設備の基準

（居室）

・１つの居室の定員は、１人となっていますか。
 （夫婦で居室を利用する場合など利用者へのサービス提供を必要と認め
 られる場合は２人とすることができる。）
・居室は，いずれかのユニットに属するものとし，当該ユニットの共同生活室
 に近接して一体的に設けていますか。ただし，１のユニットの利用定員
 （一体的に運営されているユニット型指定介護予防短金融所生活介護の
 定員を含む）はおおむね１０人以下としなければならない。
・利用者一人当たりの床面積は、１０．６５㎡以上となっていますか。
・日照、採光、換気等利用者の保健衛生、防火等に十分考慮していますか。

□ □
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適 不適 1 2
点検項目 確認事項

□

利用申込者が要介護認定を受けていない場合、既に要介護（要支援）認定の申
請をしているか確認していますか。

□□

□

□ □

自主点検結果 堺市使用欄
根拠条文

「不適」の場合の事由
（別紙可）

５．受給資格等
の確認
【介】【予】

被保険者証等の確認を行っていますか。被保険者証に認定審査会意見が記載さ
れている場合には配慮して介護サービスを提供していますか。

８．法定代理受
領サービスの提
供を受けるため
の援助
【介】【予】

居宅介護（介護予防）支援事業者その他保健医療サービス又は福祉サービスを
提供する者との密接な連携により、サービスの提供開始前から終了後に至るま
で、利用者が継続的に保健医療サービス又は福祉サービスを利用できるよう必
要な援助をすることに努めていますか。

利用者が要介護（要支援）認定を申請していない場合、利用者の意思を踏まえ
て速やかに申請が行われるよう必要な援助を行っていますか。

サービス担当者会議等を通じて利用者の心身の状況等の把握に努めています
か。

自ら適切なサービス提供が困難な場合、当該利用申込者に係る居宅介護（介護
予防）支援事業者への連絡、適当な他事業者等の紹介など必要な措置を速やか
に講じていますか。

利用申込者又は家族に対し、事業所の概要、重要事項（※１）について記した
文書を交付して（※２）説明を行い、提供の開始について同意を得ています
か。
※１　運営規程の概要、勤務体制、その他事故発生時の対応等、利用者のサー
　　ビス選択に資すると認められる事項
※２　文書の交付は、電磁的方法でも可。

次に示すような状況時に、一時的に居宅において日常生活を営むのに支障があ
る利用者に対して短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）を提供
するものとしていますか。
・　利用者の心身の状況によるもの
・　家族の疾病、冠婚葬祭、出張等によるもの
・　利用者の家族の身体的又は精神的な負担の軽減等を図る目的によるもの

正当な理由なくサービスの提供を拒んだことはありませんか。
（提供を拒むことのできる正当な理由）
①当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合
②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合
③その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合

６．要介護（要
支援）認定の申
請に係る援助
【介】【予】

Ⅳ　運営基準

□

□

□

□

□ □ □ □

□

□

□

□

□ □

□

□ □

□ □

□

□ □

□ □ □ □

□ □

第140条の13：
第10条準用
（第159条：
第49条の4準用）

第140条の13：
第125条準用
（第159条：
第133条準用）

□

□

□

□

□

利用者に対して、法定代理受領サービスについて説明し、必要な援助を行って
いますか。

第140条の13：
第13条準用
（第159条：
第49条の7準用）

第140条の13：
第11条準用
（第159条：
第49条の5準用）

□

第140条の13：
第126条準用
（第159条：
第134条準用）

第140条の13：
第12条準用
（第159条：
第49条の6準用）

第140条の13：
第9条準用
（第159条：
第49条の3準用）

第140条の13：
第15条準用
（第159条：
第49条の9準用）

３．提供拒否の
禁止
【介】【予】

４．サービス提
供困難時の対応
【介】【予】

２．サービスの
開始及び終了
【介】【予】

７．心身の状況
等の把握
【介】【予】

１．内容及び手
続の説明及び同
意
【介】【予】
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適 不適 1 2

11．利用料等の
受領
【介】【予】

第140条の6
（第155条）

13．保険給付の
請求のための証
明書の交付
【介】【予】

法定代理受領サービスではない、短期入所生活介護（介護予防短期入所生活介
護）に係る利用料の支払いを受けた場合は、サービス提供証明書を利用者に交
付していますか。

点検項目

④ 上記③の費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ利用者又は
その家族に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、文書によ
る同意を得ていますか。

また、利用者からの申出があった場合には、文書の交付その他適切な方法によ
り、その情報を利用者に対して提供していますか。

領収証に保険給付の対象額とその他の費用を区分して記載し、その他の費用に
ついては個別の費用ごとに区分して記載していますか。

①法定代理受領サービスの場合、利用者から利用者負担分の支払を受けていま
すか。

②法定代理受領サービスである場合と、そうでない場合との間に不合理な差額
を設けていませんか。

③　上記①②の支払いを受ける額のほか、次に掲げる費用の額以外の支払いを
受けていませんか。
イ　食事の提供に要する費用
ロ　滞在に要する費用
ハ　厚生労働大臣の定める基準に基づき、利用者が選定する特別な居室の
　提供を行ったことに伴い必要となる費用
ニ　厚生労働大臣の定める基準に基づき、利用者が選定する特別な食事の
　提供を行ったことに伴い必要となる費用
ホ　送迎に要する費用
へ　理美容代
ト　ユニット型指定短期入所生活介護（ユニット型指定介護予防短期入所
　生活介護）において供与される便宜のうち、日常生活においても通常必要
　となるものに係る費用であって、その利用者に負担させることが適当と認め
　られるもの

確認事項
堺市使用欄

12．領収証
【介】【予】

サービスの提供に要した費用について支払を受ける際、利用者に対し領収証を
交付していますか。

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □

□ □ □ □

□

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □

□ □ □ □

□ □

９．居宅（介護
予防）サービス
計画に沿った
サービスの提供
【介】【予】

□

10．サービスの
提供の記録
【介】【予】

介護サービスを提供した際は、提供日、具体的なサービス内容、利用者の心身
の状況等必要な事項を書面に記録していますか。

第140条の13：
第21条準用
（第159条：
第50条の2準用）

法第41条
（法第53条：
法第41条準用）
施行規則第65条
(施行規則第85
条：施行規則第65
条準用）

居宅（介護予防）サービス計画が作成されている場合は、当該計画に沿った
サービスを提供していますか。

□ □

第140条の13：
第19条準用
（第159条：
第49条の13準用）

根拠条文

第140条の13：
第16条準用
（第159条：
第49条の10準用）
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適 不適 1 2

各ユニットにおいて利用者がそれぞれの役割を持って生活を営むことができる
よう配慮していますか。

第140条の7
（第160条）

□ □ □ □

利用者のプライバシーの確保に配慮していますか。
第140条の7
（第160条）

□ □ □ □

利用者の自立した生活を支援することを基本として、利用者の要介護状態の軽
減又は悪化の防止に資するよう、心身の状況等を常に把握しながら、適切に
行っていますか。

第140条の7 □ □ □ □

14．ユニット型
指定短期入所生
活介護の取扱方
針（ユニット型
指定介護予防短
期入所生活介護
の提供に当たっ
ての留意事項・
身体的拘束等の
禁止）
【介】【予】

自らその提供する指定介護予防短期入所生活介護の質の評価を行うとともに、
主治の医師又は歯科医師とも連携を図りつつ、常にその改善を図っています
か。

指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、利用者ができる限り要介護状
態とならないで自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的
とするものであることを常に意識してサービスの提供に当たっていますか。

利用者がその有する能力を最大限活用することができるような方法によるサー
ビスの提供に努めていますか。

確認事項

□ □

□

□

□

□

□

堺市使用欄

□

□ □

当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため、緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体拘
束等」という。）を行ってはいませんか。

利用者の介護予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行っています
か。

利用者が、その有する能力に応じて、自らの生活様式及び生活習慣に沿って自
律的な日常生活を営むことができるようにするため、日常生活上の活動につい
て必要な援助を行っていますか。

緊急やむを得ず身体拘束等を行った場合は、その態様及び時間その際の利用者
の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録していますか。
※　当該記録は2年間保存しなければならない。

点検項目

指定介護予防短期入所生活介護の提供に当たり、利用者とのコミュニケーショ
ンを十分に図ることその他の様々な方法により、利用者が主体的に事業に参加
するよう適切な働きかけに努めていますか。

利用者又はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいよう
に説明を行っていますか。

自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図っています
か。

□

□ □

□

□

□ □

□ □ □

□

□ □

□ □

□

第140条の7

第140条の7
（第159条：
第136条準用）

第140条の7
（第159条：
第136条準用）

第140条の7
（第160条）

□

□ □

根拠条文
自主点検結果 「不適」の場合の事由

（別紙可）

□ □

□

□

□

第140条の7

□

□ □

□

□ □

15．ユニット型
指定介護予防短
期入所生活介護
の基本取扱方針
【予】

（第164条：
第143条準用）
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適 不適 1 2

管理者は短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容について利用者
又はその家族に説明し、利用者の同意を得ていますか。

管理者は、相当期間以上にわたり、継続して入所することが予定される利用者
については、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえ
て、指定短期入所生活介護の提供の開始前から終了後に至るまでの利用者が利
用するサービスの継続性に配慮して、他の短期入所生活介護従業者と協議の
上、サービスの目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を
記載した短期入所生活介護計画の作成を行っていますか。

短期入所生活介護計画は、既に居宅サービス計画が作成されている場合は、当
該計画の内容に沿ったものとなっていますか。

介護予防短期入所生活介護計画は、既に介護予防サービス計画が作成されてい
る場合は、当該計画の内容に沿って作成していますか。

管理者は、介護予防短期入所生活介護計画の作成に当たっては、その内容につ
いて利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得て、交付していま
すか。

介護予防短期入所生活介護計画が作成されている場合には、当該計画に基づ
き、利用者が日常生活を営むのに必要な支援を行っていますか。

□

□ □

□

□
サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその
家族に対し、サービスの提供方法等について、理解しやすいように説明を行っ
ていますか。

17．短期入所生
活介護計画の作
成
【介】

管理者は、短期入所生活介護計画を作成した際には、当該短期入所生活介護計
画を利用者に交付していますか。

主治の医師又は歯科医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適
切な方法により、利用者の心身の状況、その置かれている環境等利用者の日常
生活全般の状況の的確な把握を行っていますか。

管理者は、相当期間以上にわたり継続して入所することが予定される利用者に
ついては、利用者の日常生活全般の状況及び希望を踏まえて、指定介護予防短
期入所生活介護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、
サービスの提供を行う期間等を記載した介護予防短期入所生活介護計画を作成
していますか。

□

「不適」の場合の事由
（別紙可）

□ □

□

□ □

□

□ □

□

□

□ □ □ □

□

□

□ □ □ □

□

堺市使用欄

□

□ □

□ □

□ □

□

□ □（第164条：
第144条準用）

点検項目 確認事項 根拠条文
自主点検結果

16．ユニット型
指定介護予防短
期入所生活介護
の具体的取扱方
針
【予】

□ □

□第140条の13：
第129条準用
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適 不適 1 2

利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により排泄の自立について必要な援
助を行っていますか。

□ □ □ □

おむつを使用せざるを得ない利用者について、排泄の自立を図りつつ、そのお
むつを適切に取り替えていますか。

□ □ □ □

利用者に対し、離床、着替え、整容その他日常生活上の世話を適切に行ってい
ますか。

□ □ □ □

常時1人以上の介護職員を介護に従事させていますか。 □ □ □ □

利用者の心身の状況に応じて、適切な方法により、食事の自立について必要な
支援をしていますか。

□ □ □ □

利用者の生活習慣を尊重した適切な時間に食事を提供し、利用者がその心身の
状況に応じてできる限り自立して食事を摂ることが出来るよう必要な時間を確
保していますか。

□ □ □ □

利用者が相互に社会的関係を築くことが出来るよう、その意思を尊重しつつ、
共同生活室で食事を摂ることを支援していますか。

□ □ □ □

日常生活における家事を、利用者が、その心身の状況等に応じて、それぞれの
役割を持って行なうよう適切に支援していますか。

常に利用者の心身の状況、その置かれている環境等の的確な把握に努め、利用
者又はその家族に対し、その相談に応じるとともに、必要な助言その他の援助
を行っていますか。

点検項目

利用者の心身の状況等を踏まえ、必要に応じて日常生活を送る上で必要な生活
機能の改善又は維持のための機能訓練を行っていますか。
※　日常生活及びレクリエーション、行事の実施等に当たってもその効果を配
慮するものとする。

確認事項

栄養並びに利用者の心身の状況及び嗜好を考慮した食事を、適切な時間に提供
していますか。

身体の清潔を維持し、精神的に快適な生活を営むことができるよう、適切な方
法により、利用者に入浴の機会（やむをえない場合は清拭を行なうこと）を提
供していますか。

根拠条文

18．介護
【介】【予】

利用者の負担により、当該ユニット型指定短期入所生活介護事業所の従業者以
外の者による介護の提供を受けさせていませんか。

□

堺市使用欄

□

□ □ □ □

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

□ □ □

□ □

□ □

□

□

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □ □ □

介護は、各ユニットにおいて利用者が相互に社会的関係を築き、自律的な日常
生活を営むことを支援するよう、利用者の心身の状況に応じ、適切な技術を
もって行っていますか。

19．食事
【介】【予】

□ □

第140条の8
（第161条）

第140条の9
（第162条）

□

20．機能訓練
【介】【予】

第140条の13：
第132条準用
（第164条：
第147条準用）

21．健康管理
【介】【予】

第140条の13：
第133条準用
（第164条：
第148条準用）

□ □
医師及び看護職員は、常に利用者の健康状態に注意するとともに、健康保持の
ために適切な措置をとっていますか。

22．相談及び援
助
【介】【予】

第140条の13：
第134条準用
（第164条：
第149条準用）
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適 不適 1 2

常に利用者の家族との連携を図るよう努めていますか。 □ □ □ □

次の各号に定める職員配置を行っていますか。
①昼間は、ユニットごとに常時１人以上の介護職員又は看護職員を配置。
②夜間及び深夜については、２ユニットごとに１人以上の介護職員又は看護職
員を夜間及び深夜の勤務に従事する職員として配置。
③ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置。（ユニットケアリーダー
研修を受講した職員を各施設に２名以上配置、ただし２ユニット以下の施設の
場合は１名の配置で可。）

□ □ □ □

従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保していますか。 □ □ □ □

以下の事項を運営規程に定めていますか。
□ 事業の目的及び運営の方針
□ 従業者の職種、員数及び職務内容
□ 利用定員
□ ユニットの数及びユニットごとの利用定員
□ 指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）の内容及び利用
料その他の費用の額
□ 通常の送迎の実施地域
□ サービス利用に当たっての留意事項
□ 緊急時等における対応方法
□ 非常災害対策
□ 虐待防止に関する事項
□ その他運営に関する重要事項

利用者に対して適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務
体制を定めていますか。

事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサービスを提供していますか。
※ただし、利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りで
はない。

26．管理者の責
務
【介】【予】

点検項目 確認事項

管理者は、従業者の管理及び利用申込みに係る調整、業務の実施状況の把握そ
の他の管理を一元的に行っていますか。

根拠条文

第140条の11の2
（第157条）

□

□ □

□ □ □ □

□

□ □ □ □

□ □

□ □ □

堺市使用欄

□ □ □ □

□ □ □ □

□

第140条の13：
第26条準用
（第159条：
第50条の3準用）

23．その他の
サービスの提供
【介】【予】

□ □
第140条の10
（第163条）

自主点検結果

利用者の嗜好に応じた趣味、教養・娯楽に係る活動の機会を提供し利用者が自
律的に行なうこれらの活動を支援していますか。

利用者が、正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことによ
り、要介護状態等の程度を増進させたと認められるときには、遅滞なく意見を
付して市町村に通知していますか。

利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師又
はあらかじめ当該指定短期入所生活介護事業者が定めた協力医療機関への連絡
を行う等の必要な措置を講じていますか。

利用者が偽り、又は不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとした
ときには、遅滞なく意見を付して市町村に通知していますか。

25．緊急時等の
対応
【介】【予】

24．利用者に関
する市町村への
通知
【介】【予】

□ □

「不適」の場合の事由
（別紙可）

第140条の13：
第136条準用
（第159条：
第137条準用）

□ □

第140条の13：
第52条準用
（第159条：
第52条準用）

27．運営規程
【介】【予】

第140条の11
（第156条）

28．勤務体制の
確保等
【介】【予】
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適 不適 1 2

非常災害対策計画策定に盛り込む具体的な項目（例）
※以下の事項で該当するものの「□」に✓をすること。

１ 立地条件
□　施設等の立地条件
□　周辺地区の過去の災害発生状況
□　災害の発生予測

２ 情報の入手方法
□　情報の入手方法（テレビ、ラジオ、パソコン、携帯電話等）

３ 災害時の連絡先及び通信手段の確認
□　災害時の職員間の連絡体制
□　緊急連絡先の体制整備（自治体、消防、医療機関、家族等）
□　通常の連絡手段が通じない場合の連絡方法

４ 避難を開始する時期、判断基準
□　避難開始時期の判断基準
□　臨時休業の判断基準、利用者への連絡方法（通所系事業所の場合）

５ 避難場所
□　市町村指定避難場所の確認
□　施設内の安全スペースの確認

□ □ □ □

31．非常災害対
策

【介】【予】

堺市使用欄
根拠条文

□

□ □ □ □

□ □

□

□ □

運営に当たっては、地域住民やその自発的な活動等との連携及び協力を行う等
の地域との交流に努めていますか。

29．定員の遵守
【介】【予】

第140条の12
（第158条）

30．地域との連
携
【介】【予】

第140条の13
：第139条準用
（第159条
：第140条準用）

□ □

「不適」の場合の事由
（別紙可）

第140条の13：
第103条準用
（第159条：
第120条の4準用）

点検項目 確認事項

非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連携
体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避難訓
練、救出その他必要な訓練を行っていますか。

ユニットごとの利用定員及び居室の定員を超えることとなる利用者数以上の利
用者に対して同時にサービスを行っていませんか。
※　但し、災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合を除く

自主点検結果
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□　災害の種類等に応じた避難場所の複数選定
□　送迎時等の避難場所の選定

６ 避難経路
□　避難経路の複数選定
□　送迎時等の避難経路の設定
□　避難経路図等の作成
□　所要時間

７ 避難方法
□　利用者ごとの避難方法（車いす、徒歩、ストレッチャー）

８ 災害時の人員体制、指揮系統
□　避難に必要な職員数
□　役割分担
□　指揮系統の明確化【日中・夜間】
□　職員の参集基準【日中・夜間】

９　停電・断水時の対応(※訪問・通所は必須でない)
□　停電を想定した対策を検討していますか
□　断水を想定した対策を検討していますか

１０  関係機関との連携
□　関係機関（市町村、警察、消防等）との連携体制の整備
□　地元自治会との連携体制の整備有無

居宅介護（介護予防）支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定
の事業者によるサービスを利用させることの対償として金品その他の財産上の
利益を供与していませんか。

□

事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものに
なっていませんか。

第140条の13：
第104条準用
（第159条：
第139条の2準用）

31．非常災害対
策

【介】【予】

□
第140条の13：
第33条準用
（第159条：
第53条の5準用）

□ □ □ □

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □

□ □ □ □

□

□ □

□ □ □ □

□

□ □□ □

第140条の13：
第35条準用
（第159条：
53条の7準用）

36．居宅介護
（介護予防）支
援事業者に対す
る利益供与の禁
止
【介】【予】

35．広告
【介】【予】

事業所の従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家
族の秘密を漏らしてはいませんか。

事業所の従業者であった者が正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又
はその家族の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じていますか。

サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合
には、あらかじめ個別に文書による同意を得ていますか。

第140条の13：
第34条準用
（第159条：
第53条の6準用）

利用者の使用する施設、食器その他の設備及び飲用に供する水について衛生的
な管理に努め、又は衛生上必要な措置を講じていますか。

事業所において、感染症が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講じ
るよう努めていますか。

33．掲示
【介】【予】

第140条の13：
第32条準用
（第159条：
第53条の4準用）
堺市介護保険施行
規則第51条の14

34．秘密保持等
【介】【予】

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務体制、その他の利用
申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項及び指定書を掲示して
いますか。

32．衛生管理等
【介】【予】
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苦情相談等の内容を記録・保存していますか。 □ □ □ □

居宅介護（介護予防）支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定
の事業者によるサービスを利用させることの対償として金品その他の財産上の
利益を供与していませんか。

利用者及びその家族からの苦情を受け付けるための仕組みを設けていますか。
また苦情に関する市町村・国保連等の調査に協力し、指導又は助言に従って必
要な改善を行っていますか。
　　苦情件数　：　月平均　　　　件程度
　　苦情相談窓口の設置　：　有　・　無
　　相談窓口担当者　：　有　・　無

37．苦情処理
【介】【予】

□ □

□ □ □ □

□ □

第140条の13：
第35条準用
（第159条：
53条の7準用）

36．居宅介護
（介護予防）支
援事業者に対す
る利益供与の禁
止
【介】【予】

第140条の13：
第36条準用
（第159条：
第53条の8準用）
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適 不適 1 2

39．会計の区分
【介】【予】

他の事業との会計を区分していますか。

第140条の13：
第38条準用
（第159条：
第53条の11準用）

□ □ □ □

従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備していますか。 □ □ □ □

41．高齢者虐待
の防止
【介】【予】

利用者の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれのある暴行を加えていません
か。

利用者を衰弱させるような著しい減食又は長時間の放置その他の利用者を養護
すべき職務上の義務を著しく怠ることをしていませんか。

40．記録の整備
【介】【予】

賠償すべき事故が発生した場合は損害賠償を速やかに行っていますか。
　→損害賠償保険への加入：　有　・　無

事故が生じた際には、原因を解明し、再発生を防ぐための対策を講じています
か。

事業所の従業者は、高齢者虐待を発見しやすい立場にあることを自覚し、高齢
者虐待の早期発見に努めていますか。

利用者に対する指定短期入所生活介護（指定介護予防短期入所生活介護）の提
供に関する記録を整備し、その完結の日から2年間（サービス提供記録は提供
日から5年間）保存していますか。
少なくとも次に掲げる記録を整備していますか。
・短期入所生活介護計画（介護予防短期入所生活介護計画）
・具体的なサービス内容等の記録
・身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむ
 を得ない理由の記録
・市町村への通知に係る記録
・苦情の内容等の記録
・事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録

利用者に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応その他の利用者に著しい心
理的外傷を与える言動を行うことをしていませんか。

□ □

□ □ □ □

□ □

□ □

□ □ □ □

□□

□ □ □

□ □ □ □

□

□ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□ □ □ □

□

□

事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、当該利用者に係る居宅介
護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じていますか。また、
事故の状況や処置について記録していますか。

□ □ □

高齢者虐待防止法
第2条

第140条の13：
第139条の2準用
（第159条：
第141条準用）
堺市基準条例第３
条

｢高齢者虐待の防
止、高齢者の養護
者に対する支援等
に関する法律｣(高
齢者虐待防止法)
第5条

高齢者虐待防止法
第2条

高齢者虐待防止法
第20条

高齢者虐待の防止について、従業者への研修の実施、サービスの提供を受ける
利用者及びその家族からの苦情の処理の体制の整備等による虐待の防止のため
の措置を講じていますか。

利用者財産を不当に処分すること、その他当該利用者から不当に財産上の利益
をえていませんか。

利用者にわいせつな行為をすること又は高齢者をしてわいせつな行為をさせて
いませんか。

高齢者虐待防止法
第2条

高齢者虐待防止法
第2条

高齢者虐待防止法
第2条

38．事故発生時
の対応
【介】【予】

第140条の13：
第37条準用
（第159条：
第53条の10準用）

点検項目 確認事項 根拠条文
自主点検結果 「不適」の場合の事由

（別紙可）

堺市使用欄
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適 不適 1 2

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

堺市使用欄
点検項目 確認事項 根拠条文

□
42．変更の届出
等
【介】【予】

□ □

法第75条
施行規則第131条
（法第115条の5
施行規則第 140条
の19）

事業所の名称及び所在地その他厚生労働省令で定める事項に変更があったとき
は、１０日以内に変更の届出を行っていますか。
【厚生労働省令届出事項】
・事業所の名称及び所在地
・申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年
 月日、住所及び職名
・申請者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又は条例等
・建物の構造概要及び平面図並びに設備の概要
・事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴
・運営規程
・協力医療機関名（歯科含む）及び診療科名並びに契約内容
・居宅介護（介護予防）サービス費の請求に関する事項
・役員の氏名、生年月日及び住所

□
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適 不適 1 2

（周知方法：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　①    法令遵守責任者の選任【全ての法人】

法令遵守責任者の届出　　　　　済　　・　　未済

所属・職名　　　　　　　　　氏　名

　②    法令遵守規程の整備【事業所（施設）数が20以上の法人のみ】

また、規程の概要を所管庁に届け出ていますか。

規程の概要の届出　　　　　　　済　　・　　未済

　③    業務執行の状況の監査【事業所（施設）数が100以上の法人のみ】

また、監査の方法の概要を所管庁に届け出ていますか。

監査の方法の概要の届出　　　　済　　・　　未済

Ⅴ　業務管理体制の整備

１．業務管理体
制の整備
【介】【予】

１   事業者（法人）内で、法令遵守について職員に周知をしていますか。
　　或いは、周知されていますか。

事業者（法人）において、１人、法令遵守責任者を選任し、所管庁に届け出て
いますか。

また、事業所数の増減により整備すべき内容が変わった場合等についても、遅
滞なく、変更事項を所管庁に届け出ていますか。

２   届出事項に変更があったときは、遅滞なく、変更事項を所管庁に届け
　出ていますか。

事業者（法人）において、法令遵守規程を作成し、各事業所・施設に周知して
いますか。

□

「不適」の場合の事由
（別紙可）

自主点検結果

法第115条の32
施行規則第 140条
の 39及び第 140条
の40

法第115条の32
施行規則第140条
の39及び第140条
の40

事業者（法人）において、業務執行の状況の監査を定期的に実施しています
か。

法第115条の32
施行規則第140条
の39及び第140条
の40

□

□

□ □

□□

□ □

□ □

堺市使用欄

□ □

□ □

□ □

□ □

根拠条文確認事項点検項目

法第115条の32
施行規則第 140条
の 39及び第 140条
の40

□

法第115条の32
施行規則第140条
の39及び第140条
の40
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適 不適 1 2
点検項目 確認事項 根拠条文

「不適」の場合の事由
（別紙可）

堺市使用欄

法第115条の32
施行規則第 140条
の 39及び第 140条
の40

□ □
１．業務管理体
制の整備
【介】【予】

自主点検結果

□

３　所管庁に変更があったときは、変更後の届出書を、変更後の所管
  庁及び変更前の所管庁の双方に届け出ていますか。

※所管庁（届出先）
  ◎指定事業所又は施設が２以上の都道府県に所在し、３以上の地方
   厚生局の管轄区域に所在する事業者
    ⇒厚生労働大臣

　◎指定事業所又は施設が２以上の都道府県に所在し、２以下の地方
    厚生局の管轄区域に所在する事業者
     ⇒主たる事務所の所在地の都道府県知事

  ◎すべての指定事業所等が指定都市の区域に所在する事業者
     ⇒堺市長（介護事業者課）
　
　◎地域密着型サービス（介護予防含む）のみを行う事業者で、すべて
   の指定事業所が同一市町村内に所在する事業者
     ⇒堺市長（介護事業者課）

  ◎上記以外の事業者
     ⇒大阪府知事（福祉部高齢介護室介護事業者課）

□
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適 不適 1 2

職員配置について、次に掲げる基準を満たさない場合は、1日につき所定単位
数の９７／１００に相当する単位数を算定していますか。
・　日中については、ユニットごとに常時1人以上の介護職員又は看護職員を
　配置すること。
・　ユニットごとに、常勤のユニットリーダーを配置すること。

算定基準
別表の8
イ、ロ注２
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注２）

□ □ □ □

□

留意事項
2-1-(1)
（予防留意事項
2-1-(1)）

□ □

□ □

□ □

□

□ □

３．定員超過利
用に該当する場
合の所定単位数
の算定について

【介】【予】

事業所の利用定員を上回る利用者を利用させている、いわゆる定員超過利用に
対する減算については、前月の平均で、利用定員の超過がある場合、次の月の
全利用者について、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定していま
すか。

※なお、当該減算の規定は、適正なサービス提供を確保するためものであり、
定員超過利用の未然防止を図るよう努めてください。

※ただし、老人福祉法第10条の4第1項第3号の規定による市町村が行った措置
によりやむを得ず利用定員を超える場合は、利用定員に100分の105を乗じて得
た数までは減算は行われないものであるが、この取扱いはあくまでも一時的か
つ特例的なものであることから、速やかに定員超過利用を解消する必要があり
ます。）

通所介護費等の
算定方法　３
（通所介護費等の
算定方法　17）
留意事項
2-2-(2)

□ □

単位数算定の際の端数処理
・単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算を行う度に、小
数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていますか。

金額換算の際の端数処理
・算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の
端数があるときは、端数を切り捨てていますか。

２．端数処理
【介】【予】

１日につき所定の単位数で算定していますか。

○単独型ユニット型（介護予防）短期入所生活介護費Ⅰ・Ⅱ
（ユニット型個室・ユニット型準個室）
要介護１　　　７１８単位
要介護２　　　７８４単位
要介護３　　　８５５単位
要介護４　　　９２１単位
要介護５　　　９８７単位
要支援１　　　５３９単位
要支援２　　　６５５単位

□

□

１．介護給付費
単位

【介】【予】

□ □

点検項目
自主点検結果

□

□

□

根拠条文

□

利用者が連続して３０日を超えて（介護予防）短期入所生活介護を受けている
場合、３０日を超える日以降については、（介護予防）短期入所生活介護費を
算定していませんか。

□ □

夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の
９７／１００に相当する単位数を算定していますか。

「不適」の場合の事由
（別紙可）

Ⅵ　介護給付費関係

堺市使用欄

□

算定基準
別表の8
イ、ロ注１
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注１）

算定基準
別表の8
イ、ロ注12
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注９）

確認事項

□
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適 不適 1 2

あらかじめ届け出て、利用者に対して、個別機能訓練計画に基づき、計画的に
機能訓練を行っている場合に、１日につき５６単位を所定単位数に加算してい
ますか。

□ □ □ □

次の算定要件に適合していますか。（※当該加算にかかる取扱いについては、
留意事項2-2-(7)・予防留意事項2-8-(7)を参照してください。） □ □ □ □

①専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師を１名以上配置してい
ること。

□ □ □ □

②機能訓練指導員、看護職員、介護職員、生活相談員等（以下機能訓練指導員
等）が共同して、利用者の生活機能向上に資する個別機能訓練計画を作成して
いること。

□ □ □ □

③個別機能訓練計画に基づき、利用者の生活機能向上を目的とする機能訓練の
項目を準備し、理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士等が、利用者の心身の
状況に応じた機能訓練を適切に提供していること。

□ □ □ □

④機能訓練指導員等が利用者宅を訪問した上で、個別機能訓練計画を作成し、
計画的に利用している者に対しては、その後3月ごとに1回以上、利用者宅を訪
問した上で、利用者又はその家族に対して、機能訓練の内容と個別機能訓練計
画の進捗状況等を説明し、訓練内容の見直し等を実施していること。

□ □ □ □

６．個別機能訓
練加算
【介】【予】

算定基準
別表の8
イ、ロ注４
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注４）

□ □ □

４．人員基準欠
如に該当する場
合の所定単位数
の算定について
【介】【予】

事業所の看護職員及び介護職員の配置数が人員基準上満たすべき員数を下回っ
ている、いわゆる人員基準欠如がある場合、翌月（状況により翌々月）の全利
用者について、所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定しています
か。

※なお、当該減算の規定は、適正なサービス提供を確保するためものであり、
人員基準欠如の未然防止を図るよう努めてください。

通所介護費等の
算定方法　３
（通所介護費等の
算定方法　17）

□

５．機能訓練指
導員の加算
【介】【予】

□ □ □

□

□ □

算定基準
別表の8
イ、ロ注３
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注３）

専ら機能訓練指導業務に従事する常勤の機能訓練指導員が配置されている場合
に1日につき１２単位を加算していますか。（他の職種との兼務は認められな
い）

確認事項
堺市使用欄

□ □

□

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

根拠条文

□ □□
あらかじめ届け出て、当該施設基準に掲げる区分に従い、１日につき以下の単
位数を加算していますか。

○看護体制加算（Ⅱ）　　８単位
・　看護職員の数が常勤換算方法で利用者の数が２５又はその端数を増すごと
　に１以上であること。
・　当該事業所の看護職員により、又は病院、診療所若しくは訪問看護ステー
　ションの看護職員との連携により２４時間の連絡体制を確保していること。
・　定員超過、人員基準欠如に該当していないこと。

○看護体制加算（Ⅰ）　　４単位
・　常勤の看護師を１名以上配置していること。
・　定員超過、人員基準欠如に該当していないこと。７．看護体制加

算
【介】

算定基準
別表の8
イ、ロ注５

□

点検項目

□ □ □
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適 不適 1 2

あらかじめ届け出て、重度者の増加に対応するため、急変の予測や早期発見等
のために看護職員による定期的な巡視や、主治の医師と連絡が取れない等の場
合における対応に係る取決めを事前に行うなどの要件を満たし、実際に重度な
利用者を受け入れた場合、１日につき５８単位を所定単位数に加算しています
か。

□ □ □ □

次の算定要件に適合していますか。（※当該加算にかかる取扱いについては、
留意事項2-2-(9)を参照してください。） □ □ □ □

【事業所要件】以下のいずれにも適合すること。 □ □ □ □

①看護体制加算（Ⅱ）を算定していること。 □ □ □ □

②急変の予測や早期発見等のため、看護職員による定期的な巡視を実施してい
ること。 □ □ □ □

③主治の医師と連絡が取れない等の場合に備えて、あらかじめ協力医療機関を
定め、緊急やむを得ない場合の対応を取り決めを行っていること。 □ □ □ □

④急変時の医療提供の方針について、利用者から合意を得ていること。 □ □ □ □

【利用者要件】以下のいずれかの状態であること。 □ □ □ □

・喀痰吸引を実施している状態。
・呼吸障害等により人工呼吸器を使用している状態。
・中心静脈注射を実施している状態。
・人工腎臓を実施している状態。
・重篤な心機能障害、呼吸障害等により常時モニター測定を実施している状
態。
・人工膀胱又は人工肛門の処置を実施している状態。
・経鼻胃管や胃瘻等の経腸栄養が行われている状態。
・褥瘡に対する治療を実施している状態。
・気管切開が行われている状態。

□ □ □ □

８．医療連携強
化加算
【介】

算定基準
別表の8
イ、ロ注６

10．認知症行
動・心理症状緊
急対応加算
【介】【予】

点検項目

□ □

□

算定基準
別表の8
イ、ロ注８
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注５） □□ □

□□

根拠条文
堺市使用欄自主点検結果

９．夜勤職員配
置加算
【介】

あらかじめ届け出て、夜勤を行う介護職員・看護職員の数が最低基準を１以上
上回っている場合に以下の単位数を算定していますか。

○夜勤職員配置加算（Ⅱ）　　１８単位

算定基準
別表の8
イ、ロ注７

「不適」の場合の事由
（別紙可）

※ただし、以下の者が、直接短期入所生活介護の利用を開始した場合には当該
加算は算定できない。
・　病院又は診療所に入院中の者
・　介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者
・　認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定
　　施設入居者生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用
　　共同生活介護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利
　　用特定施設入居者生活介護を利用中の者

□□ □ □

確認事項

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であ
り、緊急に指定短期入所生活介護を利用することが適当であると判断した者に
対し、指定短期入所生活介護を行った場合に、利用を開始した日から起算して
７日を限度として、１日につき２００単位を加算していますか。
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13．緊急短期入
所受入加算
【介】

居宅サービス計画において計画的に行うこととなっていない短期入所生活介護
を緊急的に行った場合、当該日から起算して７日を限度として1日につき９０
単位を加算していますか。

※ただし、「認知症行動・心理症状緊急対応加算」を算定している場合は算定
できない。

算定基準
別表の8
イ、ロ注12

□ □ □ □

14．長期利用者
に対する短期入
所生活介護
【介】

長期間の利用者（自費利用などを挟み実質連続30日を超える利用者）について
は、１日につき３０単位を所定単位数から減算していますか。 算定基準

別表の8
イ、ロ注15

□ □ □ □

11．若年性認知
症利用者受入加
算
【介】【予】

点検項目 確認事項 根拠条文
自主点検結果 「不適」の場合の事由

（別紙可）

堺市使用欄

□ □□

次に掲げる要件に適合するものとして、あらかじめ届け出て、厚生労働大臣が
定める療養食（＊）を提供したときは１日につき２３単位を算定しています
か。
・　食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されていること。
・　利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の食事の提供
　が行われていること。
・　定員超過、人員基準欠如に該当していないこと。

＊疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事箋に基づき提供された適切
な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食、貧血
食、膵臓病職、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食

算定基準
別表の8
ハ注
（予防算定基準
別表の8
ハ注）

□

□
12．送迎加算
【介】【予】

利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うことが必要と認めら
れる利用者に対して、その居宅と事業所との間の送迎を行う場合に片道につき
１８４単位を加算していますか。

□ □

算定基準
別表の8
イ、ロ注10
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注７）

□

15．療養食加算
【介】【予】

あらかじめ届け出て、若年性認知症利用者に対してサービスを提供した場合に
１日につき１２０単位を算定しているか。

※ただし、「認知症行動・心理症状緊急対応加算」を算定している場合は算定
できない。

算定基準
別表の8
イ、ロ注９
（予防算定基準
別表の8
イ、ロ注６）

□ □ □ □
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点検項目 確認事項

16．在宅中重度
者受入加算
【介】

17．サービス提
供体制強化加算
【介】【予】

□□

「不適」の場合の事由
（別紙可）

堺市使用欄

算定基準
別表の8
ホ注
（予防算定基準
別表の8
ニ注）

□ □

次に掲げる要件に適合するものとして、あらかじめ届け出て、指定短期入所生
活介護を行った場合に1日につき以下の単位数を算定していますか。

○サービス提供体制強化加算Ⅰイ　　１８単位
　・介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が６０／１００以上
　であること

○サービス提供体制強化加算Ⅰロ　　１２単位
　・介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が５０／１００以上
　であること

○サービス提供体制強化加算Ⅱ　　　６単位
　・看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が７５／１００
　以上であること

○サービス提供体制強化加算Ⅲ　　　６単位
　・利用者に直接提供する職員の総数のうち勤続年数３年以上の者の
　占める割合が３０／１００以上であること

居宅において訪問看護の提供を受けていた利用者が、短期入所生活介護を利用
する場合であって、短期入所生活介護事業者が、当該利用者の利用していた訪
問看護事業所から派遣された看護職員により当該利用者の健康上の管理等を行
わせた場合は、1日につき次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を加算
していますか。

・　看護体制加算Ⅰのみを算定している場合　４２１単位
・　看護体制加算Ⅱのみを算定している場合　４１７単位
・　看護体制加算Ⅰ・Ⅱを算定している場合　４１３単位
・　看護体制加算を算定していない場合　　　４２５単位

□
算定基準
別表の8
ニ注

□ □

根拠条文
自主点検結果

□
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③介護職員処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施していること。 □ □ □ □

点検項目

⑤算定日が属する月の前12ヶ月間において、労働基準法、労働者災害補償保険
法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違
反し、罰金以上の刑に処されていないこと。

②当該指定短期入所生活介護護事業所において、①の賃金改善に関する計画並
びに当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の介護職員の処遇改善の計画
等を記載した介護職員処遇改善計画書を作成し、全ての介護職員に周知し、届
出を行っていること。

□

□

根拠条文確認事項

□ □

□ □ □ □

□□

□

□ □

自主点検結果 「不適」の場合の事由
（別紙可）

堺市使用欄

□ □

□ □

①介護職員の賃金（退職手当除く）の改善に要する費用見込額が、介護職員処
遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に
基づき適切な措置を講じていること。

○ 介護職員処遇改善加算（あらかじめの届出が必要）
（１）介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
　　1月当たりの総単位数にサービス別加算率1000分の83を乗じた単位数を
　算定していますか。【下の算定要件①～⑧いずれにも適合する場合】
（２）介護職員処遇改善加算(Ⅱ)
　　1月当たりの総単位数にサービス別加算率1000分の60を乗じた単位数を
　算定していますか。【下の算定要件①～⑥、⑦ⅰ～ⅳ、⑧に適合する場合】
（３）介護職員処遇改善加算(Ⅲ)
　  1月当たりの総単位数にサービス別加算率1000分の33を乗じた単位数を
  算定していますか。【下の算定要件①から⑥かつ⑨、⑩に適合する場合】
（４）介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
    （３）により算定した単位数の100分の90に相当する単位数を加算して
  いますか。【下の基準①から⑥かつ⑨又は⑩に適合する場合】
（５）介護職員処遇改善加算(Ⅴ)
　  （３）により算定した単位数の100分の80に相当する単位数を加算して
  いますか。【下の基準①から⑥に適合する場合】

□ □

□ □ □

⑥当該指定短期入所生活介護護事業所において、労働保険料の納付が適正に行
われていること。 □ □ □ □

18．介護職員処
遇改善加算
【介】【予】

算定基準
別表の8
へ注
（予防算定基準
別表の8
ホ注）

⑦次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
ⅰ）介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（賃金に関する
    ことを含む。）を定めていること。
ⅱ）ⅰの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している
　　こと。
ⅲ）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る
    研修の実施又は研修の機会を確保していること。
ⅳ）ⅲについて全ての介護職員に周知していること。
ⅴ）介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準
　　に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。
ⅵ）ⅴの要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している
　　こと。

□

□

④当該指定短期入所生活介護事業所において、事業年度ごとに介護職員の処遇
改善に関する実績を都道府県知事に報告していること。
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⑧平成２７年４月から②の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員
の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇
改善に要した費用を全ての職員に周知していること。

□ □ □ □

⑩平成20年10月から②の届出の日の属する月の前月までに実施した介護職員の
処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当該介護職員の処遇改
善に要した費用を全ての職員に周知していること。

□ □ □ □

【根拠条文について】

法　 ：介護保険法（平成9年12月17日法律第123号）

施行規則：介護保険法施行規則（平成11年3月31日厚生省令第36号）

基　　準：指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3月31日厚生省令第37号）

解釈通知：指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平成11年9月17日老企第25号）

算定基準：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年2月10日厚生省告示第19号）

予防算定基準：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成18年3月14日厚生労働省令告示第127号）

基準条例：堺市介護保険事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成24年12月14日条例第58号）

通所介護費等の算定方法：厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに通所介護費等の算定方法（平成12年2月10日
　　　　厚生省告示第27号）

予防留意事項：指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成18年3月17日老計発第0317001号・老振発
　　　　　　第0317001号・老老発第0317001号）

留意事項：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する
　　　　　　費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年3月8日老企第40号）

予防基準：指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年
　　　　　　3月14日厚生労働省令第35号）

□ □ □

点検項目 確認事項 根拠条文
自主点検結果 「不適」の場合の事由

（別紙可）

堺市使用欄

18．介護職員処
遇改善加算
【介】【予】

算定基準
別表の8
へ注
（予防算定基準
別表の8
ホ注）

⑨次のいずれかの基準に適合すること。
ⅰ）次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　a）介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件（賃金に
　　　関することを含む。）を定めていること。
　　b)aの要件について書面をもって作成し、全ての職員に周知している
　　　こと。
ⅱ）次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　a）介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に
　　　係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　b)aの要件について全ての介護職員に周知していること。

□
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